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業庫第１５号（例） 

２０２５年３月２１日 

 

歳入（復）代理店引受金融機関本部 

歳 入 （ 復 ） 代 理 店 

 

日 本 銀 行 業 務 局 

 

 

「日本銀行歳入代理店等事務取扱手続」の一部改正に関する件 

 

「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律」（令和６年法律第４７号）の

施行により、２０２５年４月１日をもって子ども・子育て支援特別会計が新設さ

れること、年金特別会計の所管が厚生労働省単独に変更となること等（注）に伴い、

標記規程（２０１８年３月１９日付業庫第３３号別紙１）の一部を別紙１のとお

り改正し、２０２５年４月１日から実施するとともに、別紙２のとおり移行措置

および経過措置を設けることとしましたので通知します。 

（注）日本銀行における歳入金等ＯＣＲ帳票を処理するシステムの更改（２０２４年１０月

１５日稼動開始）および「歳入代理店等が受入れた歳入金等の資金決済制度の見直しに

かかる開廃手続き等に関する事前のご案内」（２０２４年５月３１日付業庫第３４号）

にてお知らせした資金決済制度の見直しに伴い、一部の資金払込店における当座預金

の引落し単位の変更にかかる改正をあわせて行っております。 

また、本件に伴う留意事項を別添のとおり整理しましたので、あわせてご参照

ください。 

 

以   上 

 

 

 

 

 

 

御 中 

【本件に関する照会先】 

  日本銀行業務局総務課国庫業務企画グループ 

   ０３－３２７９－１１１１（代表） 

池邉（内線６０７９）、由比（内線３３４１） 
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別紙１ 

 

「日本銀行歳入代理店等事務取扱手続」中一部改正 

 

 

○ IV．３．を横線のとおり改める。 

 

３．国庫金の受入金にかかる決済 

資金決済日の午後３時以降に、国庫金の受入金にかかる決済額（払込店が日本銀

行（証票提出先）に送付した歳入金等受入日計表に記載の金額）が、資金払込店の

当座勘定から引落とされる（注１）（注２）（注３）。 

なお、資金払込店に対応する払込店が複数ある場合には、すべての払込店が送付

した歳入金等受入日計表に記載の金額の合計額で引落しが行われる（注３）。ただし、

次の（１）および（２）に該当する場合には、資金払込店と当座勘定取引のある日

本銀行本支店をＯＣＲ処理店とする払込店の合計額、それ以外の払込店の合計額、

でそれぞれ引落しが行われる（注４）。 

（１）払込店に対応するＯＣＲ処理店が複数ある 

（２）払込店に対応するＯＣＲ処理店のいずれかと、資金払込店と当座勘定取引の

ある日本銀行本支店が同一の店舗である 

（注１）払込店が日本銀行（証票提出先）に送付した歳入金等受入日計表に記載の

金額（対応する払込店が複数ある資金払込店においては、すべての払込店が

送付した歳入金等受入日計表に記載の金額の合計額）で、引落しが行われる。

ただし、対応する払込店が複数ある資金払込店（日本銀行本店と当座勘定取

引のある先に限る。）において、払込店に対応する日本銀行（ＯＣＲ処理店）

が複数あるときは、ＯＣＲ処理店ごとの合計額で、引落しが行われる。 

（注２１）略（不変） 

（注３２）略（不変） 

（注３）例えば、次表のケースでは、○○銀行本店および○○銀行仙台支店の合計

額で引落しが行われる。 

  



3 

 

 該当する金融機関店舗または日本銀行本支店等 

資金払込店 ○○銀行本店 

資金払込店に対応する

払込店 
○○銀行本店 ○○銀行仙台支店 

払込店に対応するＯＣ

Ｒ処理店 
日本銀行仙台支店 

資金払込店と当座勘定

取引のある日本銀行本

支店 

日本銀行仙台支店 

当座勘定の引落し単位 ○○銀行本店および○○銀行仙台支店の合計額 

（注４）例えば、次表のケースでは、日本銀行本店をＯＣＲ処理店とする○○銀行

新潟支店の金額、日本銀行仙台支店をＯＣＲ処理店とする○○銀行本店およ

び日本銀行札幌支店をＯＣＲ処理店とする○○銀行札幌支店の合計額、でそ

れぞれ引落しが行われる。 

 該当する金融機関店舗または日本銀行本支店等 

資金払込店 ○○銀行東京支店 

資金払込店に対応する

払込店 
○○銀行新潟支店 ○○銀行本店 ○○銀行札幌支店 

払込店に対応するＯＣ

Ｒ処理店 
日本銀行本店 日本銀行仙台支店 日本銀行札幌支店 

資金払込店と当座勘定

取引のある日本銀行本

支店 

日本銀行本店 

当座勘定の引落し単位 
○○銀行新潟支店

の金額 

○○銀行本店および○○銀行札幌支店の

合計額 

 

 

○ 付録Ⅰ 記載例２中「平成」を「令和」に、「30 年」を「○年」に、「30.9.10」を

「○.9.10」に、「内閣府及び厚生労働省所管」を「厚生労働省所管」に改める。 

 

 

○ 付録Ⅰ 記載例４ １．中「令和３年度」を「令和○年度」に、「内閣府及び厚生

労働省所管」を「厚生労働省所管」に改める。 
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○ 付録Ⅰ 記載例８を横線のとおり改める。 

 

記載例８ 集計表の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（留意事項） 

１． 

２． 

３．官庁に関する留意事項 

（１） 

（２） 

略（不変） 

「会計等番号」は、一般会計の場合は主管番号、特別会計の場合

は会計番号を記入する。これらの番号および「取扱庁番号」につ

いては、受入書類または日本銀行ホームページに掲載されている

「歳入金等取扱庁一覧」および「主管庁および会計等番号表」に

より記入する（税関支署、出張所の「取扱庁番号」については、

本署の番号を記入する。）。 

なお、集計表作成に当たっての会計等および官庁の区分に関する

留意事項については、（留意事項）２．、３．へ。 

３３００１ 

  
６ １ ０ １ ８ ２ ２ ３ 

０ ９ ８ ７ ６ ５ ４ ３ ２ １ 

  
２ 
 

６ 
    

８ １ 
  

０ ５ ６ ０ ０ 

こ
の
用
紙
は
汚
し
た
り
折
り
曲
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い 

帳票コード  
年 度  

会 計 等 番 号 会 計 等 名 取 扱 庁 番 号 あ  て  先 

千 枚 兆 十億 百万 千 円 

国 税 船 橋 収納金整理資金 税  務  署 

集 計 表 

集 計 表 

集 計 表 （日本銀行へ） 

（官 庁 へ） 

（日本銀行へ） 

（統轄店） 日本銀行  本店 
（記入文字例） 

記入文字例にならって枠内にていねいにお書き下さい 共業 1208 

６ 

（書式第１号） 

第３片 

第２片 

第１片 

    

百万 

略（不変） 

略（不変） 

銀 

行 

支 

店 

日銀歳 

入代理 

３０○．１２．３  

 

略（不変） 

略（不変） 

略（不変） 

略（不変） 
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（３）取扱庁が「厚生労働省年金局」の歳入金にかかる書類については、「取扱庁名」欄に「厚

生労働省年金局（○○）」と記載されているが、これらは厚生労働省年金局分としてひと

まとめにするのではなく、内訳口座（「取扱庁名」欄に記載されている「厚生労働省年金

局（○○）」の○○の部分）ごとに取りまとめる。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 
 
 
 

 

 

○ 付録Ⅰ 記載例 15 を次のとおり改める（全面改正）。 

  

略（不変） 

（国民年金保険料・同延滞金の受入書類＜参考書式第９号(1)＞） 
   納付書・領収証書

納付目的　　国民年金保険料　（　　　　　　） 納付目的　　国民年金保険料　（　　　　　　）

納付書発行年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日 納付書発行年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日

基 礎 年 金 番 号 基 礎 年 金 番 号

円 ⑥

住所 住所

納  付  書  発  行  年  月  日 納　期　限

年　　　月　　　日

住所

あて先

氏名 氏名

納付場所　日本銀行本店、支店、代理店、歳入代理店

   又は日本年金機構の年金事務所 納付場所　日本銀行本店、支店、代理店、

　 歳入代理店又は日本年金機構の

注意　延滞金は、督促を受けた場合に限り督促状に記載されている    年金事務所

   ところによって納付してください。

（　　　） （　　　）

           ⑤  

翌年度5月1日以降現年度歳入組入翌年度5月1日以降現年度歳入組入

年　　　月分

年　　　月　　　日

業　  務  　勘  　定

延  　　 滞　   　金 合　　　計　　　額
収　　納　　年　　月　　日

（領 収 日 付 等）

   収納

   区分

氏名

②

納    付    期    間

（　　　　　　　）

上記の合計額を領収しました。

国 民 年 金 国民年金 国民年金

（領 収 日 付 等）

（納付者渡し）（収納機関用）

（領 収 日 付 等）

国民年金勘定

業 務 勘 定

保険料 円

延滞金 円

合計額 円

上記のとおり納付してください。

取扱庁番号

領 収 済 通 知 書

年金特別会計年度     内閣府及び厚生労働省所管

年　　　月分

  並びに所属庁名及び所在地

制度

  歳入徴収官、歳入徴収官代理官職氏名

事務所

コード

①

取扱庁名

届  書

コード国 民 年 金 保 険 料

納　　付　　目　　的

～

翌年度5月1日以降現年度歳入組入

国民年金勘定

業 務 勘 定

年金特別会計（　　　）

年度
内閣府及び

厚生労働省所管

年金特別会計（　　　）

（厚生労働省年金局送付分）

③ ④

内閣府及び

厚生労働省所管
年度

殿

領 収 控

年度
内閣府及び

厚生労働省所管

保険料

延滞金

合計額

円

円

円

年金特別会計（　　　）

取扱庁名

上記の合計額を領収しました。 上記の合計額を領収しました。

納付期間　　　　　年　　　　月分～　　　　　年　　　　月分納付期間　　　　　年　　　　月分～　　　　　年　　　　月分

殿 殿

取扱庁名

（
こ
の
通
知
書
は
、

機
械
処
理
さ
れ
ま
す
の
で
、

汚
し
た
り
、
折
り
ま
げ
た
り
し
な
い

で
く
だ
さ
い
。
）

（
切
り
取
ら
な
い
で

く

だ
さ
い
。
）

こ
の
通
知
は
納
付
書
で
す
が
、
機
械
処
理
の
関
係
で
領
収
済
通
知
書
、

領
収
控
、
納
付
書
・
領
収
証
書
の
順
に
綴
っ
て
あ
り
ま
す
。
納
付
の
際

は
切
り
離
さ
ず
に
納
付
場
所
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

（
切
り
取
ら
な
い
で

く

だ
さ
い
。
）

国 庫 金 国 庫 国 庫
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記載例 15 訂正請求書・口座更正請求書の記載例 

 

１．訂正請求書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．口座更正請求書 

（歳入金の場合の例） 

  

以 下 余 白 

訂  正  請  求  書 

日本銀行○○店 あて                       令和○年５月１０日 

 

                       ○○厚生局 

                       歳入徴収官 

                        ○○厚生局長  ○ ○ ○ ○ 

下記のとおり訂正されたい。 

記 
 

 
年度 

主(所) 

管 名 

会 計 名 

又    は 

取扱庁名 

備    考 

収 入 官 吏

又 は 日 本

銀行名 

部 款 項 

目及び 

納期別 

納入告知書 

又は納付書 

の 番 号 

収 納 

年月日 

納入者の 

住所及び 

氏  名 

金  額 その他 

元 ○ 
厚生労働省主

管 
一般会計 

○○銀行 

○○支店 

    

NO32 ○.4.18 

○○市 

○○町 

△△△ 

103,500 

 

訂正 ○ 
厚生労働省所

管 

年  金 

特別会計 

 

○．５．１４ 

○○銀行○○支店 

 

 

歳入徴収官口座更正請求書 

第４４号 

令和○年５月１２日 

  日本銀行○○店 あて            ○○厚生局 

                        歳入徴収官 

                          ○○厚生局長 ▲ ▲ ▲ ▲ 

                        厚生労働省年金局 

                        歳入徴収官 

                          厚生労働省年金局事業管理課長 

                                 ○ ○ ○ ○ 

 下記のように口座の更正をされたい。 

記 

元取扱庁歳入徴収官 

官 職 氏 名 

更正取扱庁歳入徴収官 

官 職 氏 名 

備        考 

年   度 会計名 金 額 
収 納 

年月日 

納付場所 納入者の住所 

及び氏名 

その他 

厚生労働省年金局事

業管理課長○○○○ 

厚生労働省年金局 

（文京） 

○○厚生局長 

     ▲▲▲▲ 
令和○年度 

年金特 

別会計 
10,000 令和○年 4月 5日 

○○銀行 

○○支店 

○○市○○町 

(株)○○○○ 

 

 

 
       

 

 

        

 

 

○．５．１４ 

○○銀行○○支店 

 

 

受付の日付および店名を記入する。 
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○ 付録Ⅰ 記載例 16 １．を横線のとおり改める。 

 

１．歳入金にかかる領収済証明請求書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
歳 入 金 領 収 済 証 明 請 求 書 

                                 （ ５ 号） 

  日本銀行○○店                     令和３○年５月１１日 
        あて             

  厚生労働省年金局             

歳入徴収官 

                       厚生労働省年金局事業管理課長 

 ○ ○ ○ ○ 

                      （内訳口座名 厚生労働省年金局（札幌東）） 

 

下記のとおり領収済みのことを証明されたい。 

記 

年度 主(所)管名 会計名 部 款 項 目 
納入告知書又は

納付書の番号 
金  額 

納入者の住

所及び氏名 

収 納 

年月日 
納付場所 請求の事由 

3○ 
内閣府及び厚

生労働省所管 

年金特別

会計 
─ ─ ─ 

事 業主

拠 出金

収入 

1234-567890 

─ 

   円

70,000 ─ 
○○市○○

町○○○○ 

3

○.4.12 

○○銀行 

○○支店 

領収済通知書

亡失のため 

  上記のとおり領収済みのことを証明する。 

       

領収確認済 

    ３○．５．１４ 

   ○○銀行○○支店 

                  

略（不変） 略（不変） 略（不変） 
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○ 付録Ⅱ 目次（受入れできる主な書類）１．中「９（5）」を「９(5)、(6)」に改め

る。 

 

 

○ 付録Ⅱ 目次（受入れできる主な書類）２．中「内閣府及び厚生労働省所管」を

「厚生労働省所管」に改める。 

 

 

○ 付録Ⅱ 参考書式第２号(1)中「内閣府及び厚生労働省所管」を「厚生労働省所管」

に改める。 

 

 

○ 付録Ⅱ 参考書式第２号(4)中「年金特別会計」を「子ども・子育て支援特別会計」

に、「厚生労働省年金局事業企画課」を「こども家庭庁成育局」に、「厚生労働省年

金局事業企画課長」を「こども家庭庁成育局長」に改める。 

 

 

○ 付録Ⅱ 参考書式第４号(2)中「（領収年月日、領収者名及び領収印）又は（領収

者名の表示のある領収日付印）」を「（領収年月日、領収者名）」に、「内閣府及び厚

生労働省所管」を「厚生労働省所管」に改める。 

 

 

○ 付録Ⅱ 参考書式第４号(3)中「領収年月日及び領収者名」を「領収年月日、領収

者名」に、「内閣府及び厚生労働省所管」を「厚生労働省所管」に改める。 

 

 

○ 付録Ⅱ 参考書式第９号(1)中「内閣府及び厚生労働省所管」を「厚生労働省所管」

に改める。 

 

 

○ 付録Ⅱ 参考書式第９号(5)の次に次の参考書式第９号(6)を加える。 
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参考書式第９号(6) （令和７年財計第１３３号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

 
 

第
一
片 

第
二
片 

領 収 済 通 知 書 

こ
の
通
知
は
、
納
入
告
知
書
（
納
付
書
）
で
す
が
、
機
械 

処
理
の
関
係
で
領
収
済
通
知
書
、
領
収
控
、
納
入
告
知
書 

（
納
付
書
）
・
領
収
証
書
の
順
に
綴
っ
て
あ
り
ま
す
。
納
付
の
際
は

切

り

離

さ

ず

に

納

付

場

所

に

提

出

し

て

下

さ

い

。 
の

り

し

ろ 

(この通知書は、機械処理されますので、汚したり、折りまげたりしないでください。) 

あて先 
歳入徴収官 
所 属 庁 
所 在 地 
 
 
 

 
納 付 期 限 

   年   月   日限 
 

納入告知書(納付書) 
 

発行年月日 
   年   月   日 

 
納付場所 
 
 日本銀行本店・支店・代理店                殿 
 又は歳入代理店 

年度 領 収 年 月 日 区分 告知番号 01 02 03 04 05 06 

国 庫 金 ○ ○ ○ ○ 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

     年度 

(会計)        (番号) 

金   額 

(勘定) 

円 

上記の金額を領収しました。 納付目的 

 

○○○○○○ 
 

年金の過払に 
よる返納金 

（領 収 日 付 等） 

 

 

 

 

(厚生労働省年金局送付分) 

 
 
 
 
 
 
 

 
納 付 期 限 

   年   月   日限 
 

納入告知書(納付書) 
 

発行年月日 
   年   月   日 

 
納付場所 
 
 日本銀行本店・支店・代理店                殿 
 又は歳入代理店 

国 庫 金 ○ ○ ○ ○ 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

     年度 

(会計)        (番号) 

金   額 

(勘定) 

円 

上記の金額を領収しました。 納付目的 

 

○○○○○○ 
 

年金の過払に 
よる返納金 

（領 収 日 付 等） 

 

 

 

 

(収納機関用) 

区 
分 告知番号 

○告   領  収  控 
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※用紙の下辺は、赤色で着色されている。 

 

 

○ 付録Ⅱ 参考書式第 10 号(3)中「内閣府及び厚生労働省所管」を「厚生労働省所

管」に、「子ども・子育て支援勘定」を「業務勘定」に改める。 

 

 

○ 付録Ⅱ 参考書式第 10 号(4）、参考書式第 10 号（5）、参考書式第 10 号（6）、参

考書式第 10 号(7)および参考書式第 12 号(4)中「内閣府及び厚生労働省所管」を

「厚生労働省所管」に改める。 

 

 

○ 付録 IV 別表６を横線のとおり改める。

 
歳入徴収官 
 
 
 
 
 

 
納 付 期 限 

   年   月   日限 
 

納入告知書(納付書) 
 

発行年月日 
   年   月   日 

 
納付場所 
 
 日本銀行本店・支店・代理店                殿 
 又は歳入代理店 

国 庫 金 ○ ○ ○ ○ 

翌年度５月１日以降現年度歳入組入 

     年度 

(会計)        (番号) 

金   額 

(勘定) 

円 

上記の金額を領収しました。 納付目的 

 

○○○○○○ 
 

年金の過払に 
よる返納金 

（領 収 日 付 等） 

 

 

 

 

(納付者渡し) 

納入告知書 納付書・領収証

区 
分 告知番号 

第
三
片 



11 

 

別表６ ４、５月中を受入日とする歳入金等の書類の年度別区分（注１） 

（注１）受入書類の後ろの（ ）内は、２枚目（第２片）に記載されている名称。 

（注２）略（不変） 

 

歳入代理店等・派出先で受入れる歳入金等の種類 ４月中受入分の取扱い ５月中受入分の取扱い 備 考 

国 税 1016（注２） 
国税収納金整理資金 略（不変） 略（不変） 

歳 
 
 

 

入 
 
 
 

金 

一 

般 

会 

計 

6032（注２） 
裁判所主管のうち、 
訴え提起等手数料 
表示分 

6077（注２） 
法務省主管のうち、

○検  表示分 

6197（注２） 
内閣府主管のうち、

○交  表示分（いわゆ
る「交通反則金」） 

上記以外の一般会計、特別会計 

略（不変） 【年度区分が必要】 

・ 書類の名称が次の①～③で記載の年
度が前年度のものについてのみ、旧
（前）年度として整理し、それ以外の
ものはすべて新年度として整理。 

① 現金払込書（領収控 ○現 ）（注１） 

② 送付書（領収控 ○送 ）（注１） 

③ 領収確認書（税務署または国税局
派出分） 

【集計表の年度欄への記入方法】 

略（不変） 
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別紙２ 

 

移行措置および経過措置 

 

１．納入告知書等の新旧書式の使用に関する移行措置および経過措置 

（１）年金特別会計にかかる納入告知書等（「日本銀行歳入代理店等事務取扱手

続」（以下「歳入代理店手続」という。）参考書式第２号（１）、同第２号（４）、

同第４号（２）、同第４号（３）、同第９号（１）、同第１０号（３）、同第１０

号（４）、同第１０号（５）、同第１０号（６）、同第１０号（７）および同

第１２号（４）をいう。）は、２０２５年４月１日以降も当分の間、改正前

の書式を使用することができる。 

（２）改正後の年金特別会計にかかる納入告知書等（歳入代理店手続参考書式

第２号（１）、同第４号（２）、同第４号（３）、同第９号（１）、同第９号（６）、

同第１０号（３）、同第１０号（４）、同第１０号（５）、同第１０号（６）、

同第１０号（７）および同第１２号（４）をいう。）の書式は、令和６年度

年金特別会計の歳入金を納付する際も使用することができる。この場合、所

管は「厚生労働省」と表示されるが、訂正を要しない。 

２．振替金融機関から送付を受ける歳入金等受入報告表の取扱い 

  振替金融機関から送付を受ける令和７年度以降分の年金特別会計の歳入金

等受入報告表については、当分の間、所管を「内閣府及び厚生労働省」と表示

したものについても、そのまま受け付けて差支えない。 
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別添 

 

子ども・子育て支援特別会計の新設および年金特別会計の所管変更 

にかかる留意事項 

 

 

１．子ども・子育て支援特別会計の会計番号について 

 新設される子ども・子育て支援特別会計の会計番号は「０１４８」となり

ますのでご連絡します。 

 

２．年金特別会計の納入告知書等にかかる集計表の取扱い 

  年金特別会計の所管変更（「内閣府及び厚生労働省」から「厚生労働省」に

変更）に伴い、年金特別会計の納入告知書等における所管名の表示が変更とな

りますが、令和６年度以前分の年金特別会計の納入告知書等で、所管を「内閣

府及び厚生労働省（６３７５）」とした現行の書式が引き続き使用されること

があります。また、令和６年度分の年金特別会計の納入告知書等については、

現行の書式に加え、所管を「厚生労働省（６１１８）」とした改正後の書式も

併用されることとなります（別紙２の１．（１）および（２）参照）。このた

め、受入証票を取りまとめる際に、新旧の所管の納入告知書等が混在すること

がありますが、集計表は、新旧の所管別に区分して作成する必要はありません

（年度＜出納整理期間中のみ＞（注）、会計、取扱庁別に区分して作成すること

で差し支えありません。）。 

  なお、年金特別会計の会計番号（０３４３）の変更はありませんので念のた

め申し添えます。 

（注）令和７年４、５月中を受入日とする令和６年度分の納入告知書等（５月

中を受入日とするものについては、現金払込書および送付書に限る。）は、

令和６年度分として区分整理し、令和７年度分とは別に集計表を作成す

る必要があります（下表参照）。 

▼（参考）出納整理期間中（２０２５年４、５月）の集計表の取扱い 

納入告知書等
の記載年度 所管名の表示 集計表の取扱い 

令和７年度 「厚生労働省」のみ 

新年度（令和７年

度）として作成 
令和５年度以

前 

「内閣府及び厚生労働省」と「厚生労働省」
が混在（※） 
 （※）平成２６年度以前の年金特別会計の
所管が「厚生労働省」であるため。 

令和６年度 
「内閣府及び厚生労働省」と「厚生労働省」

が混在 

旧年度（令和６年

度）として作成 
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３．子ども・子育て支援特別会計歳入に納付するための納入告知書および納付書

の取扱い 

  子ども・子育て支援特別会計の新設に伴い、労働保険特別会計の雇用勘定

（育児休業給付関係）は、子ども・子育て支援特別会計の育児休業等給付勘定

に引き継がれることになります。この点、厚生労働省より、当該育児休業等給

付勘定の歳入に納付するための納入告知書および納付書（すべて通常分）につ

いて、本来は会計名を「子ども・子育て支援特別会計」と、勘定名を「育児休

業等給付勘定」と、所管名を「内閣府及び厚生労働省所管」とすべきところ、

変更後の様式の調達が間に合わないため、発行官庁において印字済の「労働保

険特別会計」を「子ども・子育て支援特別会計」に、「雇用勘定」を「育児休

業等給付勘定」に、「厚生労働省所管」を「内閣府及び厚生労働省所管」に訂

正のうえ使用する旨、連絡を受けています（なお、当該訂正に、発行官庁の押

印は不要です。）。 

  このため、子ども・子育て支援特別会計歳入に納付するための納入告知書

および納付書については、当分の間、上述のとおり訂正されたものが使用さ

れることがあり得ますが、通常どおり取扱っていただくことで問題ありませ

ん。 


